
令和6・7年度
都城市競争入札参加資格審査申請書提出要領（役務）
1

2

3

4

5 提出方法

6

① 都城市競争入札参加資格審査申請書（役務） 【指定様式】

②

③

④ 使用印鑑届（実印以外の印鑑を入札及び契約に使用する場合のみ必要） 【指定様式】

⑤ 委任状（入札及び契約を支店や営業所等に委任する場合のみ必要） 【指定様式】

⑥ 営業概要書 【指定様式】

⑦ 役員等名簿（入札参加事業者等確認書）（個人事業者も必要） 【指定様式】

⑧ 営業所一覧表（本店のみの場合は、「本店のみ」と選択すること。） 【指定様式又は貴社様式】

法人：登記事項証明書(現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書)　 【証明の依頼先：法務局】

個人：身分証明書（写し可） 【証明の依頼先：本籍地の戸籍証明担当課】

⑪ 登録認定等一覧表（許可証明書又は許可書の写しを添付すること。） 【指定様式】

⑫ 有資格者数一覧表（資格証の写しを添付すること） 【指定様式】

⑬ 【証明の依頼先：税務署】

⑭

⑮

⑯
【指定様
式】

⑰
【指定様
式】

7 提出上の留意事項
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

（10）

8 その他

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6) 審査認定後は、競争入札に係る役務有資格事業者名簿を市のホームページに掲載します。

⑨

⑩

納税証明書　（写し可）＊すべての事業者
「消費税及び地方消費税」について未納税額のない証明用
「様式その３の３」又は「様式その３」（税務署様式）

なお、有資格者に異動（退職、死亡等）が生じた場合は、速やかに変更届を提出してください。
⑬と⑭は、写しで可とします。

障害者雇用状況報告書：【様式第６号（ハローワーク報告様式）】（写し可）
※従業員40人以上が対象

個人：所得税申告書又は収支内訳書の写し

「個人住民税の特別徴収に係る確認書」
 ※すべての事業者

同族（資本関係又は人的関係）に関する申告書
※該当がなくても提出必要

・「消費税及び地方消費税」について未納税額のない証明用（『様式その３』又は『様式その３の３』）の納税証明書を提出してください（最
寄の税務署で発行）。

・都城市内に本店又は営業所を有する法人は、「都城市税」の「滞納のない証明書」（『様式第１６号』）を提出してください（都城市役所市民
課、各総合支所地域生活課、各地区市民ｾﾝﾀｰで発行。ただし、市税の納付が証明書発行日の２週間以内の場合は、領収書（口座引き落
としの場合は通帳）をお持ちください。）。

法人：財務諸表（審査申請日直前１年の事業年度分）の写し

その際、「都城本店又は都城営業所」は全員記載し、「左記以外」は１０人程度記載してください。また、記載した者全てについて資格証の
写しを添付してください。

①の印鑑は、実印を押印（個人事業主の方は代表者個人の実印を押印してください。）してください。また、書類作成者氏名も記載してくだ
さい（書類内容についてお尋ねする場合があります。）。

・「障がい者の雇用状況」は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、障害者手帳の交付を受けている職員数を記入してください。

③は、写しで可とします。ただし、印影が鮮明で等倍のものとし、拡大縮小はしないでください。

④の使用印鑑届に押印する印鑑については、原則、(１)法人名と代表者名(職名)が一体となった印鑑(２)社印と代表者個人印(両方必要)の
いずれかとしてください。なお、⑤の委任状を提出する場合は、この書類は不要です。※個人事業主は事業主の個人印のみでも可

⑥-3は、令和４年４月１日から令和６年３月31日までの主な完成業務、令和６年４月１日以降の主な完成業務及び未完成業務を記載してく
ださい。
⑨は、写しで可とします。ただし、法人は、登記事項証明書(現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書)(法務局で発行)、個人は、身分
証明書(本籍がある役所で取得できるもの)を提出してください（都城市に本籍がある場合、都城市役所市民課、各総合支所地域生活課、各
地区市民ｾﾝﾀｰで発行)。
※身分証明書は免許証やマイナンバーカード等ではございませんので、ご注意ください。

⑩は、法人の場合は、貸借対照表及び損益計算書等を、個人の場合は、所得税青色申告書又は収支内訳書等の写しを提出してください。

⑪は、申請業務に許可が必要な場合は、必ず提出してください。許可証明書又は許可書の写しを添付してください。なお、建築物清掃等を
申請する法人については建築物衛生関係の登録を受けていることを条件とします。

⑫は、１人が複数の免許を取得している場合は、重複して記載してください。

「都城本店又は都城営業所」と「左記以外」に分けて記入してください。

都城市税の納税証明書(滞納のない証明書)（写し可）
別紙『都城市税の納税調査に関する同意書』をご提出された事業者様は、滞納のない証明書をご準備いただく必要はござ
いません。
※納税状況調査への同意をいただけない場合には、ご自身でご準備いただき、提出してください。

代表者、住所、連絡先等に変更が生じた場合は、速やかに変更届を提出してください。

提出する書類に押印する印鑑は実印を使用してください。なお、個人事業主の方は代表者個人の実印を押印してください。

・個人事業主かつ代表者が都城市に住所を有する場合は、代表者分の「都城市税」の「滞納のない証明書」『様式第１６号』）を提出してく
ださい（都城市役所市民課、各総合支所地域生活課、各地区市民ｾﾝﾀｰで発行。ただし、市税の納付が証明書発行日の２週間以内の場合
は、領収書（口座引き落としの場合は通帳）をお持ちください。）。

当市は、従業員に係る個人住民税を特別徴収の方法により納税している事業者を審査の対象としています。したがって、特別徴収の実施
の有無を確認するため、⑯「個人住民税の特別徴収に係る確認書」を提出してください。

登記事項証明書ほか各種証明書は、提出日３か月以内に発行されたものに限ります。

提出書類は、①から⑰の番号順にクリヤーホルダーに入れて、提出書類一覧表とともに提出してください。提出書類が不備の場合は、有資
格事業者名簿への登載ができませんので注意してください。

受付票の返送を希望する場合は、切手貼付の返信用封筒又は返信用はがきを同封してください。

持参の場合は、記載内容を説明できる方が持参してください。

提出書類

都城市競争入札参加資格確認書（役務）

印鑑証明書（写し可）

提出先 〒８８５－８５５５　都城市姫城町６街区２１号

都城市総務部契約課　契約審査担当　電話 ０９８６－２３－２６７９（直通）

資格の有効期間 申請月の翌々月の初日(ただし、令和６年８月申請分は、令和６年11月１日)から令和８年９月30日まで

受付期間 令和６年８月１日(木)から令和８年７月31日(金)まで(土日祝日を除く。)

受付時間 午前９時から１１時３０分まで、午後１時から４時まで（時間厳守）

持参又は郵送

随時受付随時受付



法人 個人

① 都城市競争入札参加資格審査申請書 ○ ○

② ○ ○

③ ○ ○

④ 使用印鑑届　※使用印が印鑑証明書の印である場合は不要　※委任状を提出する場合は不要△ △

⑤ 委任状（営業所、支店等に委任する場合のみ必要） △ △

⑥ 営業概要書 ○ ○

⑦ 役員等名簿（入札参加事業者等確認書）兼同意書 ○ ○

⑧ 営業所一覧表 ○ ○

法人：登記事項証明書（現在事項全部証明書）（写し可） ○

個人：身分証明書（写し可） ※本籍がある役所で取得できるもの ○

○

○

⑪ 登録認定等一覧表及び許可証明書又は許可書（写し可）　　 △ △

⑫ 有資格者数一覧表 △ △

⑬ 納税証明書　消費税及び地方消費税の未納税額のない証明用（写し可） ○ ○

△

△

⑮ △ △

⑯ ○ ○

⑰ ○ ○

＊必要書類欄の○印の書類は、必ず提出してください。　　　　　　　　　　

＊△の書類は、該当する場合のみ提出してください。

個人住民税の特別徴収に係る確認書　※すべての事業者

提　出　書　類

⑨

⑭

⑩
個人：所得税申告書又は収支内訳書の写し

都城市競争入札参加資格確認書（役務）

印鑑証明書（写し可）

法人：財務諸表の写し　（審査申請日直前１年の事業年度分）

提出する書類は、申請者用のチェック欄に○印を付け、書類が揃っているか確認してく
ださい。また、この提出書類一覧表と一緒に提出してください。

必要書類 チェック欄

申請者用 都城市用

同族（資本関係又は人的関係）に関する申告書　※該当がなくても提出必要

都城市税の滞納のない証明書（個人事業者）（写し可）又は納税調査に関する同
意書

障害者雇用状況報告書：【様式第６号（ハローワーク報告様式）】（写し可）
※従業員40人以上が対象（写し可）

都城市税の滞納のない証明書（法人）（写し可）又は納税調査に関する同意書

提出書類一覧表（役務）

フリガナ

商号又は名称



都城市競争入札参加資格審査申請書（役務）・随時受付 ①

令和    年　　月　　日
都城市長　　宛て

  令和６・７年度(申請月の翌々月の初日(ただし、令和６年８月申請分は、令和６年11月１日)から令和８年９月30日まで）において、
都城市で行われる清掃、警備、その他の役務に係る競争入札に参加する資格の審査を申請します。

　なお、この申請書及び添付書類については、事実と相違ないことを誓約します。

1　本店　　　※TEL・FAXの市外局番が「0986」の場合、「0986」は、省略してください。

２　委任先（都城市との契約締結権を支店等に委任する場合のみ記入）

　（会社名は不要）

３　希望する業務（✔を入れて下さい。） （13）、（22）、（24）から（30）に✔した際は〔　〕内に業種を必ず記入してください。

(1)常駐警備（交通誘導を含む。） (18)一般廃棄物収集運搬

(2)常駐警備（交通誘導は含まない。） (19)一般廃棄物処分

(3)機械警備 (20)産業廃棄物収集運搬

(4)建築物清掃 (21)産業廃棄物処分

(5)建築物環境衛生総合管理 (22)人材派遣〔　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　〕

(6)建築物ねずみ昆虫等防除 (23)車検・車の修理 

(7)空調設備運転管理(現場常駐)

(8)建築物飲料水貯水槽清掃 (25)保守・管理・維持〔　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(9)消防設備保守 (26)企画・策定・運営〔　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(10)エレベータ設備保守 (27)処理・処分・除去〔　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(11)電気工作物保安業務 (28)開発・制作・構築〔　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(12)浄化槽維持管理 (29)編集・デザイン   〔　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(13)その他設備保守〔　　　　　　　　　　　　　〕 (30)その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(14)ごみ処理施設運転管理

受付票の返送を希望する場合は、切手貼付の返信用封筒又は返信用はがきを同封してください。

(16)建築物飲料水の水質検査

(17)不動産鑑定

※一覧にない場合は、その他の欄に記入すること。(13)その他設備保守及び(22)人材派遣は〔　〕内に業種(「自動ドア保守」、「発電機保守」、「電話交換」等)を記
入すること。(24)～(30)までは、行数が不足する場合は、追加して記入するか、「建築物清掃」等の希望しない業務を削除して記入すること。

設
備
維
持
管
理
・
保
守

そ
の
他

※(1)常駐警備（交通誘導を含む。）と(2)常駐警備（交通誘導は含まない。）はどちらかのみ申請すること。

フリガナ

商号又は名称

障がい者の雇用人数

担当部署

備
考測

定
鑑
定

担当者氏名

(24)調査・検査・点検・分析〔　　　　　　　　　　　　〕

事業者区分(対応区分に✔を付けてください)
□都城市内に本店有　□都城市内に支店・営業所等有　□宮崎県内に本店有　□宮崎県内に支店・営業所等有　□
その他

問
合
せ
先

警
備

廃
棄
物

建
物
維
持

管
理

所在地

支店長等職名 ＴＥＬ

支店長等氏名 ＦＡＸ

ＴＥＬ

郵便番号

支店等名称

代表者職名 ＴＥＬ

代表者氏名 ＦＡＸ

代表者住所 （都城市在住者のみ記入）

実印

郵便番号

所在地



②

(４)　従業員等の個人住民税について、特別徴収を実施していること。

(５)　社会保険(健康保険・厚生年金)に加入していること。
　　　※個人事業者で、社会保険加入義務のない者を除く。

(６)　役員等が都城市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団関係者でないこと。

　次に掲げる都城市競争入札参加資格審査申請者（役務）の資格を満たしていることを確認
した上で、同審査を申請します。

(１)　地方自治法施行令第167条の４(同令第167条の１１第１項において準用する場合
　　　を含む。)　に規定する者に該当しないこと。

(２)　営業に関して法令上必要な許可等を受けていること。

(３)　都城市税及び国税について滞納がないこと。

                                      　　　     代表者職氏名

都城市競争入札参加資格確認書（役務）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令　和　　  年　　月　　日

　都城市長 宛て

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  所　 在　 地

　　　　　　　　　　　　　申請者 　　　 　商号又は名称



④

②

※ 個人事業主の場合にのみ、個人印を可とします。

(注意)　実印を使用する場合又は委任状を提出する場合は、提出不要です。

※　使用印鑑は、以下のいずれかを原則とします。
　　（１）法人名と代表者名(職名)が一体となった印鑑
　　（２）社印と代表者個人印(両方必要)

代表者職氏名

　入札及び見積に参加し、契約の締結並びに契約代金の請求及び受領のために使用する印鑑

を次のとおり届けます。

使　用　印　鑑

使 用 印 鑑 届

住 所

商号又は名称

　実　　　　　印

（印鑑証明書と同一印）

申請者

令和　　年　　月　　日

都城市長　宛て



⑤

（１）電子入札による見積り及び入札に関する権限

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　 

１　委任事項

（２）見積り及び入札に関する権限（ただし、電子入札を除く。）

（３）復代理人選定に関する権限

２　委任期間　有資格事業者名簿登載日から令和８年９月３０日まで

（４）契約の締結及び契約の履行に関する権限

（５）契約代金の請求に関する権限

（６）保証金の納付及び還付に関する権限

（７）共同企業体の結成及び共同企業体結成後の契約の締結に関する権限

（８）上記各号に付帯する一切の権限

使　 　用　 　印　　 鑑

住　　　　所  

受任者　商号又は名称  

私は、次の者を代理人と定め、下記について権限を委任します。

委　　任　　状

令和　　年　　月　　日

都城市長　宛て

　実　　　　　印
（印鑑証明書と同一印）

住　　　　所  

委任者 商号又は名称  

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 



⑥-1,-2

⑥-１　営業の規模

※職員数については、雇用期間を定めないで雇用された者又は１年以上の雇用期間を定めて雇用された者の実人数を記載すること。

⑥-２　業務実績

合計 千円 千円 千円

※「決算年度」・・・法人の場合は、法人税法第13条に定める事業年度。個人の場合は、前決算年度については、令和５年12月末日
の決算日を基準とし、前々決算年度については、令和４年12月末日の決算日を基準とする。

(29)編集・デザイン   〔　　　　　　　　 　　〕 千円 千円 千円

(30)その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　〕 千円 千円 千円

(27)処理・処分・除去〔　　　　　　　　　　　〕 千円 千円 千円

(28)開発・制作・構築〔　　　　　　　　　　　〕 千円 千円 千円

(25)保守・管理・維持〔　　　　　　　　　　　〕 千円 千円 千円

(26)企画・策定・運営〔　　　　　　　　　　　〕 千円 千円 千円

(23)車検・車の修理 千円 千円 千円

(24)調査・検査・点検・分析〔　　　　　　　　〕 千円 千円 千円

(21)産業廃棄物処分 千円 千円 千円

(22)人材派遣〔　　　　　　　　　　　　　　　〕 千円 千円 千円

(19)一般廃棄物処分 千円 千円 千円

(20)産業廃棄物収集運搬 千円 千円 千円

(17)不動産鑑定 千円 千円 千円

(18)一般廃棄物収集運搬 千円 千円 千円

(15)建築物空気環境測定 千円 千円 千円

(16)建築物飲料水の水質検査 千円 千円 千円

(13)その他設備保守〔　　　　　　　　　　　　〕 千円 千円 千円

(14)ごみ処理施設運転管理 千円 千円 千円

(11)電気工作物保安業務 千円 千円 千円

(12)浄化槽維持管理 千円 千円 千円

(9)消防設備保守 千円 千円 千円

(10)エレベータ設備保守 千円 千円 千円

(7)空調設備運転管理(現場常駐) 千円 千円 千円

(8)建築物飲料水貯水槽清掃 千円 千円 千円

(5)建築物環境衛生総合管理 千円 千円 千円

(6)建築物ねずみ昆虫等防除 千円 千円 千円

(3)機械警備 千円 千円 千円

(4)建築物清掃 千円 千円 千円

(1)常駐警備（交通誘導を含む。） 千円 千円 千円

(2)常駐警備（交通誘導は含まない。） 千円 千円 千円

職 員 数 　　　　　人　(都城本店又は都城営業所所属：　　　　人)

業務名称 前々決算年度 前決算年度 左記の平均

⑥営業概要書

創　　業 年　　　月 資本金 千円

営業年数 年　　　月 自己資本額 千円



番号

(　)

10

千円

2 千円

3

千円

都
城
市
内

都
城
市
外

⑥-3

4 千円

5

8 千円

9 千円

千円

1

6 千円

7 千円

千円

4 千円

5 千円

※番号は、希望する業務の番号(1)～(30)を記入すること。
希望する業務ごとに用紙を分けて作成してください。

⑥－３　業務経歴

発注者

3

※　この表は、入札参加資格審査の申請を行う業務について、令和４年４月１日から令和６年３月31日までの主な完成業務、令和６
年4月1日以降の主な完成業務及び未完成業務を記載すること。官公庁発注分、民間発注分のいずれも記載して構わないが、官公
庁発注分を優先し、市内10件以内、市外５件以内を記入すること。

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

千円

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日
千円

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

着手年月日

完成（予定）年月日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

Ｈ・Ｒ　　　年　　　月　　　日

希望する業務名称

2 千円

元請下請の別 業務内容 契約金額

1受付票の返送を希望する場合は、切手貼付の返信用封筒又は返信用はがきを同封してください。



⑥－４　申請業務の従事者数 ⑥-4

合計 人 人

※「従事者数」・・・従事者数は、雇用期間を定めないで雇用された者又は１年以上の雇用期間を定めて雇用された者
で、申請を希望する業務に直接従事するもの（事務職、営業職を除く。）の人数を記載すること。１人で２以上の業務に従
事する者は、重複して数え、それぞれの欄に記入すること。

(29)編集・デザイン  〔　　　　　　　　　　　 　　　　　 〕 人 人

(30)その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕 人 人

(27)処理・処分・除去〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕 人 人

(28)開発・制作・構築〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕 人 人

(25)保守・管理・維持〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕 人 人

(26)企画・策定・運営〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕 人 人

(23)車検・車の修理 人 人

(24)調査・検査・点検・分析〔　　　　　　　　　　　　　　〕 人 人

(21)産業廃棄物処分 人 人

(22)人材派遣〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕 人 人

(19)一般廃棄物処分 人 人

(20)産業廃棄物収集運搬 人 人

(17)不動産鑑定 人 人

(18)一般廃棄物収集運搬 人 人

(15)建築物空気環境測定 人 人

(16)建築物飲料水の水質検査 人 人

(13)その他設備保守〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕 人 人

(14)ごみ処理施設運転管理 人 人

(11)電気工作物保安業務 人 人

(12)浄化槽維持管理 人 人

(9)消防設備保守 人 人

(10)エレベータ設備保守 人 人

(7)空調設備運転管理(現場常駐) 人 人

(8)建築物飲料水貯水槽清掃 人 人

(5)建築物環境衛生総合管理 人 人

(6)建築物ねずみ昆虫等防除 人 人

(3)機械警備 人 人

(4)建築物清掃 人 人

(1)常駐警備（交通誘導を含む。） 人 人

(2)常駐警備（交通誘導は含まない。） 人 人

所属場所

都城本店又は都城営業所 左記以外業務名称 合計



⑦

令和　 　年 　　月　 　日

都城市長　宛て

住 　　　　 　所

申請者 商号又は名称

代表者職氏名

役員等

フ　　リ　　ガ　　ナ 生　年　月　日 性別

氏　　　　　名

5

6

7

３　記入欄が不足する場合は、適宜記入欄を追加してください。
　なお、別紙となる場合は、左上をステープラーで綴じこむこと。

2

10

（留意事項）

１　この書面は、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律第１０条各号に規定されている欠格事由該当性
の審査に必要であり、この書面及び提出書類に記載されている個人情報については、欠格事由該当性の審査のた

２　法人は、役員（理事、取締役、執行役、業務を執行する社員、又はこれらに準ずる者）及び役員と同等以上の支配
力を有する者を記載し、個人事業者は代表者（事業主）を記載してください。また、入札、契約等の業務を委任する場
合は、委任を受けた支店長、営業所長その他これらに類する者も記載してください。

8

9

3

4

№ 住所（行政区まで）

1

 

 

 

役員等名簿（入札参加事業者等確認書）兼同意書

役職又は名称

 次のとおり役員等名簿を提出します。本書面の記載事項は、事実に相違ありません。
 また、役員等が暴力団等に該当するか否かを確認するために、役員等名簿に記載する個人情報を所
轄の警察署長に照会すること及び本市関係行政機関等に提出することに同意します。



⑧

所 在 地

①　本店のみ 申請者 商 号 又 は 名 称

②　支店・営業所等有 代 表 者 職 氏 名

※　宮崎県内に支店・営業所等がある場合、下記にその名称を全て記入してください。(都城支店・営業所等を一番上に記入のこと)

【貴社様式可】

郵便番号 電話番号 ＦＡＸ番号宮崎県内の支店・営業所等の名称 住所

営　業　所　一　覧　表

下記の①・②のうち、あてはまるものに○をつけてください。



⑪

登録番号 登録等の年月日

建築物清掃 建築物清掃業の登録（法第１２条の２第１項第１号） 　　　年　　月　　日

常駐警備 認定証（警備業法第５条） 　　　年　　月　　日

営業所の届出等（警備業法第９条） 　　　年　　月　　日

機械警備 認定証（警備業法第５条） 　　　年　　月　　日

営業所の届出等（警備業法第９条） 　　　年　　月　　日

機械警備業務の届出（警備業法第４０条） 　　　年　　月　　日

建築物環境衛生総合管理 建築物環境衛生総合管理業の登録（法第１２条の２第１項第８号） 　　　年　　月　　日

建築物ねずみ昆虫等防除 建築物ねずみ昆虫等防除業の登録（法第１２条の２第１項第７号） 　　　年　　月　　日

建築物飲料水貯水槽清掃 建築物飲料水貯水槽清掃業の登録（法第１２条の２第１項第５号） 　　　年　　月　　日

建築物空気環境測定 建築物空気環境測定業の登録（法第１２条の２第１項第２号） 　　　年　　月　　日

建築物飲料水の水質調査 建築物飲料水水質検査業の登録（法第１２条の２第１項第４号） 　　　年　　月　　日

人材派遣
一般労働者派遣事業の登録（労働者派遣事業の適正な運営の
確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律第５条
第１項）

　　　年　　月　　日

浄化槽維持管理 　　　年　　月　　日

一般廃棄物収集運搬 一般廃棄物収集運搬業の登録（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第２項） 　　　年　　月　　日

一般廃棄物処分 一般廃棄物処分業の登録（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第７項） 　　　年　　月　　日

産業廃棄物収集運搬 産業廃棄物収集運搬業の登録（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第１項） 　　　年　　月　　日

産業廃棄物処分 産業廃棄物処分業の登録（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第６項） 　　　年　　月　　日

不動産鑑定業 不動産鑑定業の登録（不動産の鑑定評価に関する法律第２２条第１項） 　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日

　

⑪登録認定等一覧表

登　　録　　・　　認　　定　　等　　の　　内　　容

(注)１　この表において「法」とは、建築物における衛生的環境の確保に関する法律をいう。

       ２　この表に記載されている登録、認定等以外にも業務に関し取得しているものがある場合は、その内容も記載すること。

       ３　この表に記載した登録、認定等については、これを証する書面の写しを添付すること。



　⑫有資格者数一覧表(⑫－１建築物清掃・警備・ビル管理関連） ⑫-1

都城本店又は
都城営業所

左記以外

建築物環境衛生管理技術者（法第７条）

統括管理者（規則第30条の2）

清掃作業監督者（規則第25条の2）

ビルクリーニング技能士（職業能力開発
促進法（昭和44年法律第64号）第44条

貯水槽清掃作業監督者（規則第28条の2）

防除作業監督者（規則第29条の2）

防除作業従事者研修受講者

空気環境測定実施者（規則第26条の2）

警備員指導教育責任者（法第22条）

機械警備業務管理者（法第42条）

施設警備業務に係る1級検定合格警備員
（規則第2条）

施設警備業務に係る2級検定合格警備員
（規則第2条）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（注）　１　　有資格者の数を記入すること(「都城本店・都城営業所」は、全員。「左記以外」は、１０人程度）。

資格名 合計

所属場所

　　　　２　　当該資格を証する書類の写しを添付すること。

　　　　３　　１人が複数の資格を有する場合は、重複して記載すること。



⑫-2

　　⑫有資格者数一覧表・（⑫－２電気設備関連）

都城本店又は
都城営業所

左記以外

 第３種電気主任技術者以上

 第１種電気工事士

 第２種電気工事士

 自家用発電設備専門技術者

 第１種消防設備点検資格者

 第２種消防設備点検資格者

 消防設備士　　甲種　（１類）

 消防設備士　　甲種　（２類）

 消防設備士　　甲種　（３類）

 消防設備士　　甲種　（４類）

 消防設備士　　甲種　（５類）

 消防設備士　　乙種　（１類）

 消防設備士　　乙種　（２類）

 消防設備士　　乙種　（３類）

 消防設備士　　乙種　（４類）

 消防設備士　　乙種　（５類）

 消防設備士　　乙種　（６類） 受付票の返送を希望する場合は、切手貼付の返信用封筒又は返信用はがきを同封してください。

 消防設備士　　乙種　（７類）

 電気通信工事担任者アナログ第１種

 電気通信工事担任者アナログ第２種

 電気通信工事担任者デジタル第１種

 電気通信工事担任者デジタル第２種

 電気通信工事担任者ｱﾅ・ﾃﾞｼﾞ総合種

 電気通信工事担任者ＡＩ第１種

 電気通信工事担任者ＡＩ第２種

 電気通信工事担任者ＤＤ第１種

 電気通信工事担任者ＤＤ第２種

 電気通信工事担任者ＡＩ・ＤＤ総合種

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　２　　当該資格を証する書類の写しを添付すること。　　　

　　　　３　　１人が複数の資格を有する場合は、重複して記載すること。

資格名 合計

所属場所

（注）　１　　有資格者の数を記入すること(「都城本店・都城営業所」は、全員。「左記以外」は、１０人程度）。



⑫-3

都城本店又は
都城営業所

左記以外

 第２種冷凍機械責任者以上

 第３種冷凍機械責任者

 １級ボイラー技士以上

 ２級ボイラー技士

 ボイラー取扱技能講習修了者

 ボイラー整備士

 ２級冷凍空気調和機器施工技能士以上

 危険物取扱者　乙種第４類以上

 危険物取扱者　丙種

 建築物環境衛生管理技術者

 昇降機検査資格者登録　（載）　証

 昇降機検査資格者講習修了証

 給水装置工事主任技術者

 ２級配管技能士以上

 ２級自動ドア施工技能士以上

 地下タンク定期点検技術者講習修了証

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（注）　１　　有資格者の数を記入すること(「都城本店・都城営業所」は、全員。「左記以外」は、１０人程度）。

　⑫有資格者数一覧表・（⑫－３機械設備関連）

所属場所

　　　　２　　当該資格を証する書類の写しを添付すること。

資格名 合計

　　　　３　　１人が複数の資格を有する場合は、重複して記載すること。



⑫-4

都城本店又は
都城営業所

左記以外

（注）　１　　有資格者の数を記入すること(「都城本店・都城営業所」は、全員。「左記以外」は、１０人程度）。

所属場所

　⑫有資格者数一覧表・（⑫－４その他関連）

　　　　２　　当該資格を証する書類の写しを添付すること。

　　　　３　　１人が複数の資格を有する場合は、重複して記載すること。

資格名 合計



⑭

上記事項について確認し同意した上で、審査を申請します。

都城市長　宛て

＜申請者＞

所 在 地

（ フ リ ガ ナ ）

商 号 又 は 名 称

（ フ リ ガ ナ ）

代 表 者 職 氏 名 ㊞

生 年 月 日

＜契約課記入欄＞

滞納なし

滞納あり

※該当項目に〇

都城市税の納税調査に関する同意書           

都城市競争入札参加資格申請に当たり、市長が実施する都城市税の納税状況調査に同意しま
す。

明・大・昭・平　　　年　　月　　日
※生年月日は申請者が個人事業主の場合に記載してください。

調査日：
調査担当者



⑯

令和 年 月 日

次のいずれかに該当する項目欄の□にチェックを入れてください。

※特別徴収の納付が確認できるもの（直近の領収書等）の添付をお願いします。

　　　（２）都城市に居住する従業員はいるが、都城市で特別徴収を行っていない場合

No

①

②

　　　（３）都城市に居住する従業員がいない場合

※　該当する項目に○を記入してください。

No

①

②

③

※　該当する項目に○を記入して、都
城市役所本庁２階総務部市民税課（窓
口番号⑫）にて市民税課確認印欄に
押印を受けてください。

市民税課確認印

項目

※①に該当する場合、特別徴収の
納付が確認できるもの（直近の領
収書等）の添付をお願いします。

※③に○を記入した場合、当該市区町
村の税務担当課にて確認印欄に押印
を受けてください。

税務担当課確認印

都城市での特別徴収対象者はいませんが、他の市区町村では特別徴収を

実施しています。

個人事業主で、従業員を雇用していません。

都城市以外に居住している特別徴収の対象となる従業員がいますが、い

ずれの市区町村でも特別徴収を実施していないため、今後、特別徴収を

実施します。

該当

項目 該当

特別徴収を開始する手続きを完了しました。

現在は特別徴収の義務はありませんが、今後、特別徴収対象者が生じた

場合は、速やかに特別徴収を開始することを誓約します。

　　　　　　特別徴収を実施し納付しています。

個人住民税の特別徴収に係る確認書

申請日

事業所所在地

事業所名称

　　　（１）都城市に居住する従業員がおり、都城市で既に特別徴収を行っている場合



⑰

令和 年 月 日
都城市長　宛て

申請者　

No 同族区分 同族の有無

1 資本関係

2 人的関係

※

３　人的関係（役員等の兼務）のある他の事業者
役員等を兼任している他の事業者は、次のとおりです。

役職

４　人的関係（親族関係）のある他の事業者

役職受付票の返送を希望する場合は、切手貼付の返信用封筒又は返信用はがきを同封してください。

役員等が夫婦又は親子・兄弟姉妹（住所地が同一の場合に限る。）の関係にある他の事業者は、次のとおりです。
当社の役員等 当社の役員と関係のある者の状況

商号又は名称 役職 氏　　名 続柄

氏　　名 商号又は名称 役職

2 自社の子会社に当たる者

①

②

3
自社と子会社同士の
関係に当たる者

①

自社の役員等 兼任先及び兼任先での役職

②

①　会社法施行規則第３条に規定する親会社等の関係にある他の事業者は、次のとおりです。

No 該当区分

1 自社の親会社に当たる者

商号又は名称

所　　在　　地

　資本関係又は人的関係のある他の事業者について、次のとおり申告します。

１　同族（資本関係又は人的関係）に当たる他の事業者の有無

　同族関係に該当する者がいない場合、これ以降の記入は不要です。

↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓

２　資本関係のある他の事業者

同族（資本関係又は人的関係）に関する申告書

所 在 地

商 号 又 は 名 称

代 表 者 職 氏 名  　　 　　



⑰

①　会社法施行規則第３条に規定する親会社等の関係にある他の事業者は、次のとおりです。

No

３　人的関係（役員等の兼務）のある他の事業者
役員等を兼任している他の事業者は、次のとおりです。

役職

取締役

４　人的関係（親族関係）のある他の事業者

役職 氏　　名

取締役 都城　太郎 株式会社　◇◇◇◇◇◇◇ 取締役 都城　花子 妻

役員等が夫婦又は親子・兄弟姉妹（住所地が同一の場合に限る。）の関係にある他の事業者は、次のとおりです。

当社の役員等 当社の役員と関係のある者の状況

商号又は名称 役職 氏　　名 続柄

②

○○　○○ 株式会社　◇◇◇◇◇◇◇ 代表取締役

自社の役員等 兼任先及び兼任先での役職

氏　　名 商号又は名称 役職

3
子会社同士の関係に
当たる者

①

株式会社　□□□□

1 親会社に当たる者

○○県○○市○○町○○番地

2 子会社に当たる者

①

②

該当区分 商号又は名称

株式会社　○○○○

○○県○○市○○町○○番地

記載例

２　資本関係のある他の事業者



1 資本関係
（１）

（２） 　親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

2 人的関係

※　詳細は、会社法施行規則第３条

3 参考

会社法【抜粋】
（子会社の定義）
第２条第３号

　　　※1　法務省令　⇒　会社法施行規則第３条第１項
（親会社の定義）
第２条第４号

4 例
Ⅰ　「親会社」又は「子会社」の関係にあるとは、次のような場合です。

　(1)　一方の会社Ａ※１、※２が他方の会社Ｂの議決権総数の過半数を所有している関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ社は、Ａ社の子会社の関係にある者に該当します。

　　※１　Ａが個人事業者である場合は、その個人事業主を含みます。

　　※２　Ａ社の役員がＢ社の議決権総数の過半数（複数の役員で所有している場合には、その合計が過半数となると

　　　　　きを含みます。）を所有している場合を含みます。

Ａ社がＢ社の議決権の過半数を所有

株式会社を子会社とする会社その他の当該株式会社の経営を支配している法人として法務省令（※2）で定めるも
のをいう。

B社（子会社）

同族基準（資本関係又は人的関係）

　親会社（会社法第２条第４号に規定する親会社をいう。）と子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社
をいう。）の関係にある場合

（２）一方の会社の役員等が他方の会社の会社更生法第67条第1項又は民事再生法第64条第2項の規定により選
任された管財人を現に兼ねている場合

（４）一方の会社の役員等が他方の会社の役員等と同一の住所地（同居又は同一敷地内の別棟に居住する場合
を含む。）に居住する親子又は兄弟姉妹の関係にある場合

会社がその総株主の議決権の過半数を有する株式会社その他の当該会社がその経営を支配している法人として
法務省令（※1）で定めるものをいう。

（１）一方の会社の代表権を有する者又は役員（持株会社の業務を執行する社員、株式会社（特例有限会社を含
む。）の取締　役、委員会設置会社の執行役及び法人格のある各種組合の理事をいう。ただし、監査役、監事及び
事務局長は含まない。以下「役員等」という。）が他方の会社の役員等を現に兼ねている場合（一方が会社更生法
第２条第７項に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合
を除く。）

（３）一方の会社の役員等が他方の会社の役員等と夫婦関係にある場合

　　　※2　法務省令　⇒　会社法施行規則第３条第２項

A社（親会社）



(2)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受付票の返送を希望する場合は、切手貼付の返信用封筒又は返信用はがきを同封してください。
　　 Ｂ社及びＣ社は、Ａ社の子会社の関係にある者に該当します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ａ社は、Ｂ社の親会社の関係にある者に該当します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ａ社は、Ｃ社の親会社の関係にある者に該当します。

Ⅱ　　「親会社を同じくする子会社同士の関係」とは、次のような場合です。

　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　※３　市の競争入札参加資格の有無及び法人格の有無を問いません。

Ⅲ　「人的関係」のある者とは、次のような場合です。

　　　　　　　　　　　　 　役員等※4兼任

　　　　　　　　　　　　　　夫婦又は親子・兄弟姉妹（「親子」及び「兄弟」は住所地が同一の場合に限る。）

　　※４　「役員等」とは、次に掲げる者を言い、監査役、会計参与及び執行役員は役員等に該当しません。

　　　　ア　会社の代表権を有する取締役（代表取締役）

　　　　イ　取締役（社外取締役を含み、委員会設置会社の取締役を除く。常勤又は非常勤を問わない。）

　　　　ウ　会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人

　　　　エ　委員会設置会社における執行役又は代表執行役

　　　　オ　一方が個人事業者である場合は、その個人事業主

Ａ社がＢ社の議決権の過半数を所有

B社（子会社）

Ａ社がＢ社と合わせてC社の議決権の過半数を所有

　一方の会社Ａが、(1)の子会社の関係にあるＢ社が所有する議決権の総数と合わせて、他方の会社Ｃの議決権
の総数の過半数を所有している関係

C社（子会社）

Ａ社がC社の議決権総数の過半数を所有

B社（子会社） C社（子会社） 　　　Ｂ社とＣ社は、親会社を同じくする子会社同士の関係にある者に該当します。

　Ｂ社の議決権総数の過半数を所有している会社と、Ｃ社の議決権総数の過半数を所有している会社が、いずれ

もＡ社 
※３

である場合におけるＢ社とＣ社の関係

A社（親会社） Ａ社がＢ社の議決権の過半数を所有

A社（親会社）

A社 B社

a b


